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 は じ め に 【 必 ず お 読 み く だ さ い 】  
 

Ⅰ この冊子をご利用していただく人 

この「相続税の申告のしかた（令和２年分用）」は、令和２年４月１日現在の法令等に基づいて作成し

ているもので、原則として、令和２年１月１日から令和２年12月31日までの間に亡くなられた人に係る相

続税の申告のしかたなどについて説明したものです。 

 

Ⅱ マイナンバー（個人番号）の記載等について 

相続や遺贈によって財産を取得した人が、相続税の申告書を提出する際には、申告書にマイナンバーを

記載する必要があります。 

また、マイナンバーを記載した申告書を提出する際は、税務署で本人確認（番号確認及び身元確認）を

行うため、申告書に記載された各相続人等の本人確認書類（107ページ参照）の写しを添付する必要があ

ります（各相続人等のうち税務署の窓口で申告書を提出する方は、ご自身の本人確認書類の写しの添付に

代えて、本人確認書類を提示していただいても構いません。）。 

 

Ⅲ この冊子は、所得税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第13号）による改正前の租税特別措置法      

を「平成21年改正前の租税特別措置法」と、所得税法等の一部を改正する法律（平成30年法律第７号）に

よる改正前の租税特別措置法を「平成30年改正前の租税特別措置法」と、租税特別措置法施行令等の一部

を改正する政令（平成22年政令第58号）による改正前の租税特別措置法施行令を「平成22年改正前の租税

特別措置法施行令」と、租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成22年財務省令第17号）によ

る改正前の租税特別措置法施行規則を「平成22年改正前の租税特別措置法施行規則」と表記しています。 

 
 




